
附属第Ⅰ編 東日本大震災復興交付金基金事業実施要領 

 

（通則） 

第１条 

東日本大震災復興特別区域法（平成２３年法律第１２２号。以下「法」とい

う。）第７７条第１項に規定する特定市町村及び特定都道県（以下「特定地方

公共団体」という。）が、法第７８条第３項に規定する復興交付金のうち国土

交通省所管事業に係るもの（東日本大震災復興交付金制度要綱（平成２４年１

月６日付け、府復第３号・２３文科政５４号・厚生労働省発会０１０６第３号・

２３予６３３号・国官会第２３５７号・環境政発第１２０１０６００２号通知。

以下「制度要綱」という。）第８に規定する基金に交付するものに限る。以下

「交付金」という。）の交付を受けて基金（以下「復興交付金基金」という。）

を造成し、当該復興交付金基金を活用することにより、法第７７条第１項に規

定する復興交付金事業計画（以下単に「復興交付金事業計画」という。）に基

づく法第７８条第１項に規定する復興交付金事業等のうち国土交通省所管事

業に係るもの（制度要綱第８に規定する基金を造成して実施する事業等に限る。

以下「復興交付金事業等」という。）を実施するにあたっては、法、東日本大

震災復興特別法施行令（平成２３年政令第４０９号）、東日本大震災復興特別

区域法施行規則（平成２３年内閣府令第６９号）、補助金等に係る予算の執行

の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号。以下「適化法」という。）、

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２

５５号）、国土交通省所管補助金等交付規則（平成１２年総理府・建設省令第

９号）その他の法令及び制度要綱、東日本大震災復興交付金基金交付要綱本編

（平成２４年１月１６日付け国官会第２４１２号。以下「本編」という。）、東

日本大震災復興交付金基金管理運営要領（平成２４年１月１３日付け、府復第

４号・２３文科政５６号・厚生労働省発会０１０６第４号・２３予６３４号・

国官会第２３５８号・環境政発第１２０１０６００１号通知。以下「基金管理

運営要領」という。）その他の関連通知のほか、この要領の定めるところによ

るものとする。 

 

（事業期間） 

第２条 

復興交付金事業等の事業期間は、復興交付金事業計画に記載された計画期間

とする。 

 



（復興交付金事業等） 

第３条 

  復興交付金事業等は、本編第６条に規定する事業とする。 

 

（復興交付金基金の取り崩し額） 

第４条 

１ 特定地方公共団体は、交付要綱第７条第１項の規定により交付された交付

金により造成した復興交付金基金について、復興交付金事業計画に掲げる復

興交付金事業等に要する費用に充てる場合に限り、これを取り崩すことがで

きるものとする。 

 

２ 復興交付金事業等に充てる毎年度の復興交付金基金の取り崩し額は、特定

地方公共団体ごとに次に掲げる式により算出された額（以下「国土交通省取

り崩し限度額」という。）を超えないものとする。 

 

国土交通省取り崩し限度額 ＝ （Ｘ ＋ Ｙ） 

 

ここで、Ｘ、Ｙは、それぞれ                        

Ｘ：制度要綱第２の１に規定する基幹事業のうち制度要綱別表Ｄ－１からＤ

－２３までに掲げるもの（以下単に「基幹事業」という。）に係る当該年

度の取り崩し額算定の基礎額の合計額 

Ｙ：制度要綱第２の２に規定する効果促進事業等（以下単に「効果促進事業

等」という。）に係る当該年度の取り崩し額算定の基礎額の合計額 

であり、次に掲げる式により算定した額とする。なお、国土交通省取り崩し

限度額の算定に用いる復興交付金事業等ごとの取り崩し額算定の基礎額の

算定方法については附属第Ⅱ編に定める「復興交付金事業等及び取り崩し額

の算定方法」によるものとする。 

  Ｘ＝ ∑ （Ai ൈ αi＋ A୧－A୧஑୧－ａ୧
２

）୫
୧ୀଵ  

Ａｉ：事業ｉの当該年度の事業費（事務費を除く。以下同じ。） 

ａ うち国及び特定地方公共団体以外の

ｍ

 

Ｙ＝ ∑ Ｂj ൈβj୬
୨ୀଵ  

αｉ：事業ｉに係る基本充当率 

ｉ：事業ｉの当該年度の事業費の

者（民間事業者等）が負担する額 

：事業の数 



    Ｂｊ：事業ｊの当該年度の事業費 

事業ｊに係る 当率（８／１０） 

     ｎ：事業の数 

 

 ３ 要 個々の基幹事業又は効果促

同じ。）に対する毎年度の復興交付金基金の取り崩し

額は、次に掲げる式により算出された額（以下「要素事業取り崩し限度額」

基幹事業に係る要素事業取り崩し限度額＝（Ai ൈ αi＋

βｊ： 充

素事業（復興交付金事業計画に記載された

進事業等をいう。以下

という。）を超えないものとする。 

A୧－A୧஑୧－ａ୧
２

） 

 

αｉ：事業ｉに係る基本充当率 

国及び特定地方公共団体以外の

者（民間事業者等）が負担する額 

 

効果促進事業等に係る要素事業取り崩し限度額＝Ｂj ൈβj 

βｊ：事業ｊに係る充当率（８／１０） 

 

４ 当該要素事業を実施する

ため復興交付金基金に対して交付された金額と復興交付金基金から当該交

付が いて当該要素事業を実施す

るために取り崩した額とに差額が生じ、当該差額の全部又は一部を次年度以

 

５

 

６ 前項の規定により当該年度の要素事業取り崩し限度額から前年度の年度

度間調整額の合計

額」とする。 

 

Ａｉ：事業ｉの当該年度の事業費

ａｉ：事業ｉの当該年度の事業費のうち

Ｂｊ：事業ｊの当該年度の事業費 

 交付金の交付後、要素事業の進捗の状況により、

なされた年度の復興交付金事業計画に基づ

降の復興交付金事業計画に基づく当該要素事業を実施するために復興交付

金基金から取り崩すこととしたときは、当該取り崩し額（以下「年度間調整

額」という。）は、次年度以降の要素事業取り崩し限度額の算定において調

整するものとする。 

 前項の規定による調整は、次年度以降の当該要素事業の要素事業取り崩し

限度額から年度間調整額を控除することにより行う。 

間調整額を控除した場合における第４項の規定の適用については、「交付さ

れた金額」とあるのは、「交付された金額及び前年度の年



（復

第５

  者（復興交付金基金を取り崩して復興交付金事業等を実施

する特定地方公共団体及び特定地方公共団体が復興交付金基金を取り崩して

助金を交付する復興交付金事業

施する団体等をいう。以下同じ。）は、復興交付金事業等を中止し、又

 

（

第

 事業者は、復興交付金事業等が予定の期間内に完了しない場合

又は復興交付金事業等の遂行が困難となつた場合においては、すみやかに、

してその指示を受けなければな

ものとする。 

（

第

 法令の定め、制度要綱、本編、基金管理運営要領及び

金基金の取り崩し額の他の用途への使用をして

い。 

 

（

第

 金事業者は、復興交付金事業等の実施にあたっては、公共工事

の品質確保の促進に関する法律（平成１７年法律第１８号）に則り、経済

多様な要素をも考慮し、価格及び品質が総合的

れた内容の契約を行い、工事の品質を確保するよう努めるものとする。 

 ２

場合を除き、当該物件の残存価格に係る復興交付金基金の取り崩し額相当

 

興交付金事業等の事業の中止又は廃止） 

条 

復興交付金事業

その経費の一部に対して負担金の負担又は補

等を実

は廃止しようとするときは、国土交通大臣の承認を受けなければならないも

のとする。 

復興交付金事業等の完了予定期日変更等） 

６条 

 復興交付金

内閣総理大臣を経由して国土交通大臣に報告

らない

 

復興交付金事業等の遂行） 

７条 

復興交付金事業者は、

この要領に従い、善良な管理者の注意をもって復興交付金事業等を行わなけれ

ばならず、いやしくも復興交付

はならな

復興交付金事業等の実施） 

８条 

１ 復興交付

性に配慮しつつ価格以外の

に優

 

 復興交付金事業者は、復興交付金事業等が完了した場合において、機械、

器具、仮設物その他の備品及び材料が残存するときは、国土交通大臣の承

認を得て当該事業の完了後これと同種の他の復興交付金事業等に使用する

額を算出し、その額を基金に充当するものとする。 



 ３

る。 

 

等をいう。以下同じ。）に補助金の交付

の決定をするときは、上記１から４までに掲げる条件に準ずる条件を附する

 

６

乗じて

得た額に相当する金額を基金に充当するものとする。 

７

基金の取り崩し額の確定に当たっては、取り崩し額を充てた要素事業の当該

取り崩

額の確定後に消費税仕入控除税額が明らかとなったときは、その額に、当

 

（状

第９

事業者は、国土交通大臣の定めるところにより、復興交付金事業

等の遂行の状況に関し、内閣総理大臣を経由して国土交通大臣に報告しなけれ

 

 復興交付金事業者は、復興交付金事業等が完了した場合において、当該

事業の施行により発生した物件があるときは、当該物件の価格を当該年度

の事業費の実績額から控除される場合があるものとす

 

４ 復興交付金事業者は、復興交付金基金の取り崩し額について、当該復興交

付金事業者の歳入歳出予算における予算科目別の計上金額を明らかにする

調書を作成しておくものとする。 

 

５ 特定地方公共団体は、間接補助事業者（特定地方公共団体が復興交付金基

金を取り崩してその経費の一部に対して負担金の負担又は補助金を交付す

る復興交付金事業等を実施する団体

とともに、復興交付金基金を取り崩したときには、当該取り崩し額に係る補

助金相当額を遅滞なく、間接補助事業者に交付するものとする。 

 復興交付金事業等について、復興交付金事業者に次に掲げる剰余金、収入

又は収益（以下「収益等」という。）が生じたときは、取り崩し額の範囲内

で、当該収益等の額に、当該収益等が生じた要素事業に係る充当率を

イ 港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第４３条の５の規定に基づく港

湾環境整備負担金収入 

ロ 沈廃船等処理又は廃棄物埋立護岸の整備に関して生じた収益 

 

 復興交付金事業等に係る消費税仕入控除税額に相当する額は、復興交付金

年度の事業費の実績額から減額するものとします。復興交付金基金の

し

該事業に係る充当率を乗じて得た額に相当する金額を基金に充当するもの

とする。 

況報告） 

条 

復興交付金

ばならない。

 



（復

第

臣は、復興交付金事業者が提出する報告等により、その者の復

興交付金事業等が当該復興交付金事業等を実施するために造成した復興交

基金をいう。以下同じ。）への交付金の

決定の内容及びこれに附した条件に従つて遂行されていないと認め

 

２

 

（実績報告） 

第

の廃止の承認を受けたときを含む。）は、復興交付金事業等の成果を記載した

内閣総理大臣を経由して国土交通大臣に提出しなければならな

等の交付の決定に係る国の会計年度が終了した場合も、また同様と

す

 

（

第

通大臣は、復興交付金事業等の完了又は廃止に係る復興交付金事業等

の成果の報告を受けた場合においては、報告書等の書類の審査及び必要に応じ

係る復興交付金事業等の成果が当該復興

業等を実施するために造成した復興交付金基金への交付金の交付の

決

 

（

第

完了又は廃止に係る復興交付金事業

等の成果の報告を受けた場合において、その報告に係る復興交付金事業等の

業等を実施するために造成した復興交付金基金への交

の決定の内容及びこれに附した条件に適合しないと認めるとき

興交付金事業等の遂行等の命令） 

１０条 

１ 国土交通大

付金基金（本編第５条の復興交付金

交付の

るときは、その者に対し、これらに従つて当該復興交付金事業等を遂行すべ

きことを命ずることができる。 

 国土交通大臣は、復興交付金事業者が前項の命令に違反したときは、その

者に対し、当該復興交付金事業等の遂行の一時停止を命ずることができる。 

１１条 

復興交付金事業者は、復興交付金事業等が完了したとき（復興交付金事業等

実績報告書を

い。補助金

る。 

復興交付金事業等の額の確定等） 

１２条 

国土交

て行う現地調査等により、その報告に

交付金事

定の内容及びこれに附した条件に適合するものであるかどうかを調査し、適

合すると認めたときは、復興交付金基金を取り崩すべき額を確定し、当該復興

交付金事業者に通知するものとする。 

是正のための措置） 

１３条   

１ 国土交通大臣は、復興交付金事業等の

成果が復興交付金事

付金の交付



は、当該復興交付金事業等につき、これに適合させるための措置をとるべき

ことを当該復興交付金事業者に対して命ずることができる。 

 第１０条の規定は、前項の規定による命令に従って行う復興交付金事業等

について準用する。 

 

２

 

（決定の取消） 

第

１ 興交付金事業者が、復興交付金基金の取り崩し額の他

の用途への使用をし、その他復興交付金事業等に関して当該復興交付金事業

ために造成する復興交付金基金への交付金の交付の決定の内

これに附した条件その他法令又はこれに基く国土交通大臣の処分に

 

２

 

 本編第１０条の規定は、第一項の規定による取消をした場合について準用

 

（復興交付金への充当） 

第

大臣は、復興交付金事業者に復興交付金基金を取り崩して充てるべ

き額を確定した場合において、すでにその額をこえる額が復興交付金基金から

、期限を定めて、その復興交付金基金への充当を命じ

する。 

 

（

第

、復興交付金事業等の遂行若しくは一時停止の命令又は復興

交付金事業等の是正のための措置の命令をするときは、当該復興交付金事業者

由を示さなければならない。 

（財

第

１４条 

 国土交通大臣は、復

等を実施する

容又は

違反したときは、当該復興交付金基金への交付金の交付の決定の全部又は一

部を取り消すことができる。 

 前項の規定は、復興交付金事業等について交付すべき交付金額の確定があ

つた後においても適用があるものとする。 

３

する。 

１５条 

国土交通

取り崩されているときは

るものと

理由の提示） 

１６条 

国土交通大臣は

に対してその理

 

産の処分の制限） 

１７条 



復興交付金事業者は、復興交付金事業等により取得し、又は効用の増加した

財産を、国土交通大臣の承認を受けないで、復興交付金基金への交付金の交付

、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはなら

 

（

第

付金事業者は、基金管理運営要領に定めるところにより、復興交付金

事業等について経理を明らかにする帳簿を作成し、保存しなければならない。 

第１

地方公共団体が補助する間接補助事業者に対し、それぞれその施行する復興交

に関し、適化法その他の法令及びこの要領の施行のため必要な限度

又はその施行する復興交付金事業

等

 

（

第

項は、別に定める。 

の目的に反して使用し

ない。 

復興交付金事業等の経理） 

１８条  

復興交

 

（監督等） 

９条  

国土交通大臣は特定地方公共団体に対し、特定地方公共団体の長は当該特定

付金事業等

において、報告若しくは資料の提出を求め、

の促進を図るため、必要な勧告、助言若しくは援助をすることができる。 

その他） 

２０条  

この要領に定めるもののほか、復興交付金事業等の実施にあたって必要な事


